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共催シンポジウム

ポストコロナの日本の畜産
座長：佐藤 正寛（東北大院農）、小澤 壯行（日獣大応用生命）、柏崎 直巳（麻布大 ）、眞鍋 昇（家畜改良セン

ター・大阪国際大 ）
Mon. Mar 29, 2021 3:00 PM - 6:00 PM  ライブ配信

共催：（公社）日本畜産学会・日本学術会議・日本畜産学アカデミー 

協賛：日本ハム株式会社 

視聴はこちら（配信期間：3/24～4/3） 

総合討論の視聴はこちら（3/29 17:00～18:00 ライブ配信） 

パスコード：329374 

 

※講演動画：オンデマンド配信 

　総合討論：2021年3月29日（月）17:00～18:00 ライブ配信 

（講演動画は各自でご視聴ください。Zoom会場でのライブ配信は17:00から開始します。）

2019年末に中国・武漢から全世界へ感染拡大したと考えられている「新型コロナウイルス感染症（COVID-

19）」はパンデミックとなり、人類に大きな影響を与え、現在もなお拡大し続けている。2020年春には政府の緊

急事態宣言が発出され、学校の休校や大規模イベントは中止となり、さらに東京オリンピック・パラリンピック

の延期も決まった。さらに日本の学校は急遽、休校措置を実施した。給食向けの牛乳は、その行き場を無くした

が、農水省は「プラスワンプロジェクト」を展開した結果、その被害を最小限に抑えることができた。また牛肉

は、インバウンド需要や外食需要が急激に減少したことや輸出量の減少により、その枝肉市場価格が下落し、国

内在庫量を積み上げることとなった。一方で、この牛肉価格の低下は、在宅勤務や休校の影響から、家庭での消

費量を押し上げた。さらに、消費の約半分量を輸入に頼る豚肉は、北米での食肉処理場・加工場等の稼働停止に

伴い、その供給量は５月以降に減少し、さらに中国でのASF（アフリカ豚熱）の影響もあり、その相場は高値で推

移した。しかし、外食向けの畜産物を含む食材需要は、首都圏を中心に飲食店等の営業自粛・時短営業の要請等

によって落ち込み、その回復にはさらに時間を要することが見込まれている。その一方で、家庭での内需増加や

輸入量減少によって国産豚肉は大手量販店を中心に好調な販売実績を示した。秋を迎えると輸入豚肉の価格が落

ち着き、10月からのGO TOキャンペーン等により外食需要の回復が期待されたが、第三波の感染拡大により、こ

のキャンペーンは停止に追い込まれた。鶏卵は年初から相場価格が低迷し、感染拡大にともない、外食・土産菓

子等の需要が落ち込んだ。しかし、牛肉・豚肉の需要と同様、10月に入ると需要が戻り始め、鶏卵卸売価格

は、徐々に上向いた。鶏肉は、牛肉・豚肉と同様に、家庭内の内需拡大の影響により、量販店販売が好調だ

が、感染拡大による外食産業不振による輸入食肉の需要低迷の影響を受け、その国内在庫量が増加した。畜産関

連の人材輩出、技術開発を担う大学を含めた研究機関では、学術研究成果の発表の場である学術大会・学会が相

次いで中止となり、大きな影響を受け、その研究活動は落ち込んだ。さらに、大学では卒業式・入学式等の行事

が中止となり、新学期の多くの講義や会議等は、インターネットを介したリモート形式で行なわれるように

なった。また、ここ数年好調であった大学新卒予定者就職内定率は、経済状況の悪化によって低下した。このよ

うにOVID-19パンデミックは、大学を含めた高等教育機関や研究機関における教育・研究の活動意義やその方向

性について、再検討する契機となった。 

　2021年を迎えると、これまでの最大感染者数を記録し、その脅威がさらに増し、２度目の緊急事態宣言が発出

された。日本社会は、このCOVID-19パンデミックにより大きな影響を受け、私たちはすでにグローバル化してい

る社会で活動していることを実感することとなった。そして私たちは新たな社会活動にあたり、日本における畜

産を含めた食料の生産および供給の意義を再認識し、「持続可能な食料生産」や「食料安全保障」について、よ

りグローバルな視点を持って新たな現実的対応を展開していかなければならない。 

　日本の食料の生産・供給に重要な役割を果たしている「畜産」がこのCOVID-19のパンデミックからどのような

影響を受けたのか。日本畜産学会は、その現状を把握し、記録に残し、そして今後の進むべき方向性について探

究するための一助とすることを目的に、このシンポジウムを企画致した。
 

 

https://confit.atlas.jp/guide/event/jsas128/static/joint_sympo
https://zoom.us/j/96804958108?pwd=SjlOaE5tZStaRUVwaTBtZXRCT2pHQT09
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ポストコロナの養鶏(鶏卵・食鳥関係)
〇Shigeru Ohki1 (1.Azabu University)

 
2020年のコロナ禍において、巣ごもり需要の増加により一人当たり支出金額で鶏卵・鶏肉ともに約10％（家計消

費年報、1～10月）の増加を見たものの、鶏卵では消費の半分を占める加工・業務向けの落ち込みが激しく、小売

価格は前年並であるものの卸売価格は安値で推移している。また鶏肉は相対的に安価であり健康志向から需要が

伸びるなか、家計仕向け7割を占めるもも肉需要が強まり卸売価格は過去3年を上回る水準となったが年間小売価

格では前年並であった。今後は国内家禽で2年10ヶ月ぶりに発生した高病原性鳥インフルエンザの影響が気になる

ところである。 

　こうした状況の下でポストコロナを考える際に有効な視点は、持続可能な開発目標と思われる。この視点で対

応すべき事柄は、地球温暖化、肥満、薬剤耐性菌(Antimicrobial Resistance:AMR)、アニマルウェルフェア

(Aminimal Wel-　fare:AW)、高病原性鳥インフルエンザ(Highly pathogenic avian influ　-enza:HPAI)、遺伝子組

換え飼料(genetically modified organism:　GMO)、国産鶏種、耕畜連携、等幅広い。これらの対応を統合的に進

めるには、現行経済システムの中で畜産物利用の有用性の発信という視点での対応が重要であると思われる。 

　食糧危機や経済成長に伴う肉食需要補完のための昆虫食・人工肉・培養肉への注目や、健康志向に伴う乳代替

品への注目もさることながら、草や穀物などから動物の乳・肉・卵を得る迂回生産における問題、そこでの土

地・餌・水の使用量の大きさと、家畜排泄物を含む環境負荷等への社会的了解が求められている。加えて鶏に関

しては、ＡＷやＡＭＲやＧＭＯの問題が相まって、動物保護運動などが健全な畜産への志向だけでなく、畜産物

利用否定の方向への志向をも生み出しつつある。 

　畜産物利用に対する幅広い理解を得るには、以下のような現状を踏まえてＡＷ視点等を軸に生産から消費のあ

り方を変革することが喫急の課題と思われる。 

　採卵鶏・鶏卵では、ＥＵや米国で、ケージフリー（ケージで飼育しない鶏へ）の動きが強まっており、米国で

は8州でバタリーケージは禁止、カリフォルニアでは2022年からケージフリーが最低基準となる。またＥＵも

End the cage age というヨーロッパ市民イニシアチブの運動（採卵鶏のほか豚のストールなども対象）が展開さ

れ、ドイツを筆頭にＥＵ各国で合計140万の署名を集めてケージ規制法制化の議論が始められようとしている。こ

れらは家畜における「通常の行動様式を発現する自由」という点を重視した動きであり、日本でもケージフ

リー（平飼い）に強く反対の大手企業も平飼い経営に参入し大手量販店の PB鶏卵を供給している。こうしたなか

飼養密度をはじめとしてケージ卵や平飼い卵の基準がない現状にある。このことは混乱を生むだけでなく、「良

質」かつ「真の生産性」を高める鶏卵生産の仕組みを確立する道を閉ざすことにもなりかねないと危惧する。な

お韓国では議論はあるが HPAI対策として飼養密度に制限を設けたことも参考にすべきと思われる。 

　鶏肉では、2つのポイントを指摘できる。一つはＡＭＲ対策である。飼料安全法によれば肉用鶏では出荷一週間

前まで飼料添加物としての抗菌性物質使用が認められているが、これを使用しない飼育を「特別飼育鶏」とし

て、鶏の衛生管理の徹底や環境への流出防止の点で意義があり、米国では抗菌性物質不使用鶏肉生産は4割程度と

いう推測もある。日本でも多くの小売で特別飼育鶏の扱いはあるが、一般の「銘柄鶏」と差別化できない状況の

ため広がりは弱いと思われる。もう一つは欧米で、ベターチキンコミットメント(better chicken

commitomen:BCC)という動きで示されているスローグロウス（ゆっくり育つ飼育）である。面積当たり重量基準

なども併せて福祉基準をトータルに提起しているが、ブロイラーにおける品種改良の方向性は速い肥育（45日程

度）であり、このことによる健康上のリスクを避ける目的でゆっくりとした成長速度の品種を求めている。日本

では赤鶏や地鶏の概念に重なる点もあるため関連を意識した議論整理が求められる。 

　鶏卵・鶏肉に共通の課題も2つ指摘できる。一つは安定的な食糧確保のための国産鶏種による生産である。「持

続可能性に配慮した鶏卵・鶏肉」 JAS規格は国産鶏種の利用、飼料米の利用を、家畜排泄物の利用とともに促そう

とし、輸出促進にも寄与することが期待されている。もう一つは飼料等の安全である。養鶏では9割近くが輸入の

大豆やトウモロコシ飼料によってまかなわれているが、この大部分が遺伝子組み換え作物と考えられる。米国で

は、特色商品(有機、放飼いなど)に NON-GMOのマークが付けられていることも少なくない。遺伝子組み換え作

物に使用される除草剤原料のグリホサートの安全性とその製品のリスクは異なるという見解もある。実際に当該

企業はこのことによる多数の訴訟を抱えているという。こうしたもと2023年から日本の遺伝子組換え表示制度が

変更され、食品における非遺伝子組換え表示が事実上不可能になるとの懸念がある。こうしたことが畜産物消費
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に負の影響をもたらさないために、科学的事実を確認する必要がある。これらの課題に向き合い解決策を示して

いくことがポストコロナの養鶏と考える。


